
令和元事業年度

財　務　諸　表
(特定公募型研究開発業務勘定）

第　５　期

自　平成３１年　４月　１日

至　令和　２年　３月３１日

国 立 研 究 開 発 法 人

日 本 医 療 研 究 開 発 機 構



(特定公募型研究開発業務勘定) (単位：円)

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 50,000,000

有価証券 9,950,000,000

その他の流動資産 1,642

流動資産合計 10,000,001,642

Ⅱ　固定資産

固定資産合計 0

資産合計 10,000,001,642

　　　貸　借　対　照　表　　　

(令和２年３月３１日)



(単位：円)

負債の部

Ⅰ 流動負債

預り補助金等　（注） 2,000,000,000

流動負債合計 2,000,000,000

Ⅱ　固定負債

長期預り補助金等　（注） 8,000,000,000

固定負債合計 8,000,000,000

負債合計 10,000,000,000

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 0

資本金合計 0

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 0

資本剰余金合計 0

Ⅲ　利益剰余金

当期未処分利益 1,642

(うち当期総利益) (1,642)

利益剰余金合計 1,642

純資産合計 1,642

負債純資産合計 10,000,001,642

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。



(特定公募型研究開発業務勘定) (単位：円)

Ⅰ　損益計算書上の費用

業務費 0

損益計算書上の費用合計 0

Ⅱ　その他行政コスト 0

Ⅲ　行政コスト 0

行政コスト計算書

(令和２年３月２７日～令和２年３月３１日)



(特定公募型研究開発業務勘定) (単位：円)

経常費用

業務費 0

経常費用合計 0

経常収益

補助金等収益　（注） 0

財務収益

受取利息 1,097

有価証券利息 545 1,642

経常収益合計 1,642

経常利益 1,642

税引前当期純利益 1,642

当期純利益 1,642

当期総利益 1,642

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損　益　計　算　書

(令和２年３月２７日～令和２年３月３１日)



除売却差額相当累計
額（－）

うち当期総利益 (又
は当期総損失)

当期首残高 － － － － － － 
－ 

－ － － 

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

Ⅲ 利益剰余金(又は繰越欠損金)の当期変動額

(１) 利益の処分又は損失の処理

(２) その他

当期純利益(又は当期純損失) 1,642 1,642 1,642 1,642

当期変動額合計 － － － － － － 1,642 1,642 1,642 1,642

当期末残高 － － － － － － 1,642 1,642 1,642 1,642

Ⅱ 資本剰余金

積立金
当期未処分利益
(又は当期未処理

損失)

利益剰余金(又は
繰越欠損金)合計

純　資　産　変　動　計　算　書
(特定公募型研究開発業務勘定)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(令和２年３月２７日～令和２年３月３１日)　  　　　　　    　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　     　(単位：円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅰ 資本金 Ⅲ利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産合計
政府出資金 資本金合計 資本剰余金

その他行政コスト累
計額

資本剰余金合計



(特定公募型研究開発業務勘定) (単位：円)

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

補助金等収入 10,000,000,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 10,000,000,000

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 9,950,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 9,950,000,000

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ資金に係る換算差額 0

Ⅴ資金の増加額 50,000,000

Ⅵ資金期首残高 0

Ⅶ資金期末残高 50,000,000

　　　キャッシュ・フロー計算書　　　

(令和２年３月２７日～令和２年３月３１日)



(特定公募型研究開発業務勘定) （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 1,642

当期総利益 1,642

Ⅱ　利益処分額

積立金 1,642

1,642

利益の処分に関する書類　



（特定公募型研究開発業務勘定）

Ⅰ．重要な会計方針

１．消費税等の会計処理

Ⅱ．重要な債務負担行為

Ⅲ．重要な後発事象

Ⅳ．固有の表示科目の内容その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

１．キャッシュ・フロー計算書関係

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

 現金及び預金勘定 50,000,000 円

 資金期末残高 50,000,000 円

（２）重要な非資金取引

２.金融商品の時価等について

（１）金融商品の状況に関する事項

（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価

①現金及び預金 50,000,000 50,000,000

②有価証券

  満期保有目的の債券 9,950,000,000 9,950,000,000

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

①現金及び預金

②有価証券

  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

　有価証券はすべて譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい
ことから、当該帳簿価額によっております。

注　記　事　項

差額

0

0

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　特定公募型研究開発業務勘定においては、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、譲
渡性預金のみを保有しており、株式等は保有しておりません。

　    該当事項はありません。

  消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。

　キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっており
ます。

　当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成30
年9月3日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するQ&A」
（平成31年3月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作
成しております。

0



３．行政コスト計算書関係

  独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

  行政コスト 0 円

  自己収入等 △ 1,642 円

  法人税等及び国庫納付額 0 円

  機会費用 0 円

△ 1,642 円

４．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

  独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せら
  れるコスト

　 当事業年度より、国立研究開発法人日本医療研究開発機構法第17条の2第3項に基づき、特定公募型
研究開発業務について特別の勘定を設けて経理することになりました。
　 なお、当該勘定の当事業年度の会計期間は、令和 ２年 ３月 ２７日から令和 ２年 ３月３１日までとなりま
す。



（特定公募型研究開発業務勘定)

Ⅰ　有価証券の明細

１．流動資産として計上された有価証券

(単位：円）

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

譲渡性預金 9,950,000,000 9,950,000,000 9,950,000,000 0

計 9,950,000,000 9,950,000,000 9,950,000,000 0

Ⅱ　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

１．補助金等の明細

(単位：円）

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

引当金見返との
相殺額

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上 その他

革新的研究開発推
進基金補助金

10,000,000,000 0 0 0 0 8,000,000,000 0 2,000,000,000

計 10,000,000,000 0 0 0 0 8,000,000,000 0 2,000,000,000

２．長期預り補助金等の明細

(単位：円）

区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

革新的研究開発推
進基金補助金

0 8,000,000,000 0 8,000,000,000

計 0 8,000,000,000 0 8,000,000,000

Ⅲ　開示すべきセグメント情報

Ⅳ　現金及び預金の明細

摘　　要

摘　　要

計 50,000,000

セグメント情報は、勘定区分と同一のため省略しております。

内　　　　　　　　　訳 金　　額

普　　通　　預　　金 50,000,000

(単位：円）

附　属　明　細　書

満期保有目的債券

区　　分 当期交付額 摘　　要

左の会計処理内訳
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